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平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の概要 

（訪問系サービス部分抜粋） 

 

 

第２ 各サービスの報酬・基準に係る見直しの内容 

 

５．訪問系サービス 

（１）居宅介護 

① 同一建物等に居住する利用者等へのサービス提供に対する評価の適正

化 

・ 居宅介護事業所が所在する建物と同一建物等に居住する利用者又は同

一建物に居住する一定数以上の利用者に対し、サービスを提供する場合

の評価を適正化する。 

≪同一建物等の利用者等に提供した場合の減算【新設】≫ 

以下のイ又はロの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算す

る。ハの者に居宅介護を行う場合は、所定単位数の15％を減算する。 

イ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に 

居住する者 

ロ 上記以外の範囲に所在する建物に居住する者（当該建物に居住する利用

者の人数が１月あたり20人以上の場合） 

ハ 居宅介護事業所と同一敷地内又は隣接する敷地内に所在する建物に居

住する者（当該建物に居住する利用者の人数が１月あたり50人以上の場

合） 

 

② 初任者研修課程修了者のサービス提供責任者に対する評価の適正化 

・ サービス提供責任者の質の向上を図る観点から、サービス提供責任者

の任用要件のうち「居宅介護職員初任者研修の課程を修了した者であっ

て、３年以上介護等の業務に従事した者」をサービス提供責任者として

配置している事業所について、基本報酬を減算する。 

≪初任者研修修了者がサービス提供責任者として配置されている場合の減算

【新設】≫ 

 居宅介護職員初任者研修課程修了者（介護職員初任者研修課程修了者や旧

２級ヘルパーを含む）をサービス提供責任者として配置し、当該者が作成し

た居宅介護計画に基づいて居宅介護を行う場合は、所定単位数の10％を減算

する。 

参考資料１ 
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③ 居宅介護ヘルパーの要件の見直し等 

・ 介護保険サービスにおける訪問介護の見直しを踏まえ、居宅介護（家

事援助及び通院等介助（身体介護を伴わない場合）に限る。）のヘルパー

として、訪問介護における生活援助中心型のサービスに必要な知識等に

対応した研修の修了者を定め、当該者が家事援助等を提供した場合の基

本報酬は、居宅介護職員初任者研修課程修了者等が提供した場合と同様

とする。 

④ 福祉専門職員等連携加算の要件の見直し 

・ 精神障害者に対してより高度で専門的な支援を行うために、公認心理

師と連携した場合を新たに福祉専門職員等連携加算における有資格者と

して評価する。 

≪福祉専門職員等連携加算の要件の見直し≫ 

［現  行］ 

  福祉専門職員等連携加算    564単位/日 

※ 利用者に対して、居宅介護事業所のサービス提供責任者が、サー

ビス事業所、指定障害者支援施設、医療機関等の社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士、理学療法士その他の国家資格を有する者

（作業療法士、言語聴覚士、看護師、保健師等）に同行して利用者

の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該社会福祉士等

と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であって、当

該社会福祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく居宅介護を行

ったときは、初回の居宅介護が行われた日から起算して90日の間、

３回を限度として、１回につき所定単位数を加算する。 

［見直し後］ 

  福祉専門職員等連携加算    564単位/日 

※ 利用者に対して、居宅介護事業所のサービス提供責任者が、サー

ビス事業所、指定障害者支援施設、医療機関等の社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、理学療法士その他の国家資

格を有する者（作業療法士、言語聴覚士、看護師、保健師等）に同

行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該

社会福祉士等と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合

であって、当該社会福祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく

居宅介護を行ったときは、初回の居宅介護が行われた日から起算し

て90日の間、３回を限度として、１回につき所定単位数を加算する。 
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（２）重度訪問介護 

① 病院等に入院中の支援の評価 

・ 障害支援区分６の利用者に対して、病院、診療所、介護老人保健施設、

介護医療院及び助産所（以下「病院等」という。）への入院（入所を含む。

以下①について同じ。）中にコミュニケーション支援等を提供することを

評価する。 

≪入院中の支援の基本報酬【新設】≫ 

入院中以外の基本報酬と同様とする。 
 入院中以外 入院中 

所要時間1時間未満の場合 184単位 184単位 

所要時間1時間以上1時間30分未満の場合 274単位 274単位 

  ※ 他の時間の単位も同様。 

≪入院中の支援の加算・減算【新設】≫ 

以下を除き、入院中以外と同様とする。 

イ 喀痰吸引等支援体制加算の算定は不可。 

ロ 90日以降の利用は所定単位数の20％を減算する。 

 

② 意思疎通が困難な利用者等への同行支援の評価 

・ 障害支援区分６の利用者に対して、重度訪問介護事業所が新規に採用

した従業者により支援が行われる場合において、当該利用者の支援に熟

練した従業者が同行して支援を行うことを評価する。 

≪２人の重度訪問介護ヘルパーにより行った場合の加算の見直し≫ 

[現  行] 

イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認

められる場合等であって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対し

て重度訪問介護を行った場合に、それぞれのヘルパーが行う重度訪問介

護につき所定単位数を算定する。 

[見直し後] 

イ 障害者等の身体的理由により１人のヘルパーによる介護が困難と認

められる場合等であって、同時に２人のヘルパーが１人の利用者に対し

て重度訪問介護を行った場合に、それぞれのヘルパーが行う重度訪問介

護につき所定単位数を算定する。 

ロ 障害支援区分６の利用者に対し、重度訪問介護事業所が新規に採用し

たヘルパーにより支援が行われる場合において、当該利用者の支援に

熟練したヘルパーが同行して支援を行った場合に、それぞれのヘルパ

ーが行う重度訪問介護につき、所定単位数の100分の85を算定する（算

定開始から120時間に限る。）。 
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③ 外出時における支援の見直し 

・ 障害福祉サービスは、個々の障害者等のニーズ等を勘案して支給決定

を行うものであり、１日を超える用務における支援の要否も含めて、市

町村が支給決定を行うことから、外出時の支援を「原則として１日の範

囲内で用務を終えるものに限る。」とする規定を廃止する（同行援護及び

行動援護についても同様）。 

 

 

（３）同行援護 

① 基本報酬の見直し 

・ 同行援護は、外出する際に必要な援助を行うことを基本とすることか

ら、「身体介護を伴う」と「身体介護を伴わない」の分類を廃止し、基本

報酬を一本化する。なお、対象者の要件は、現行の「身体介護を伴わな

い」の対象者の要件とする。 

・ ただし、現に利用している者に支援を行った場合は、支給決定の有効

期間に限り改定前の報酬を算定することができることとする。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 盲ろう者等への支援の評価 

・ 盲ろう者や、重度の障害者への支援を評価する加算を創設する。 

≪盲ろう者向け通訳・介助員が盲ろう者を支援した場合の加算【新設】≫ 

 盲ろう者向け通訳・介助員（地域生活支援事業における盲ろう者向け通

訳・介助員派遣事業において、盲ろう者の支援に従事する者をいう。以下同

じ。）が、盲ろう者（同行援護の対象者要件を満たし、かつ、聴覚障害６級

に該当する者）を支援した場合は、100分の25に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 

≪障害支援区分４以上の者を支援した場合の加算【新設】≫ 

障害支援区分４以上の者を支援した場合は、100分の40に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

≪障害支援区分３の者を支援した場合の加算【新設】≫ 

障害支援区分３の者を支援した場合は、100分の20に相当する単位数を所

定単位数に加算する。 

 

③ 同行援護ヘルパー及びサービス提供責任者の要件の見直し等 

・ 同行援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件のうち、同行援護
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従業者養成研修を修了したものと見なす経過措置について、研修修了者

の養成状況等を踏まえ廃止する。 

・ 盲ろう者が同行援護を利用しやすくなるよう、平成33（2021）年３月

31日までの暫定的な措置として、盲ろう者向け通訳・介助員は、同行援

護従業者養成研修を修了したものとみなす。なお、本取扱いによるヘル

パーが行う同行援護は、所定単位数を減算する。 

≪同行援護ヘルパーの要件の見直し≫ 

[現  行] 

イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（居宅介護職員初任

者研修課程修了者等については、平成30年３月31日までの間は、同研

修を修了したものとみなす。） 

ロ 居宅介護職員初任者研修課程修了者等であって、視覚障害者等の福

祉に関する事業に１年以上従事した経験を有するもの 

ハ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等 

[見直し後] 

イ 同行援護従業者養成研修一般課程を修了した者（盲ろう者向け通

訳・介助員については、平成33（2021）年３月31日までの間は、同研

修を修了したものとみなす。） 

ロ 居宅介護職員初任者研修課程修了者等であって、視覚障害者等の福

祉に関する事業に１年以上従事した経験を有するもの 

ハ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等 

≪上記見直し後の括弧書きにより、盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提

供した場合の減算【新設】≫ 

上記見直し後の括弧書きの取扱いにより、同行援護従業者養成研修修了

者とみなされた盲ろう者向け通訳・介助員が同行援護を提供した場合は、所

定単位数の10％を減算する。 

≪同行援護のサービス提供責任者の要件の見直し≫ 

[現  行] 

イ 以下の（１）又は（２）の要件を満たすものであって（３）の要件

を満たすもの 

（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等

の業務に従事した者等 

（２）平成23年９月30日において現に地域生活支援事業における移動

支援事業に３年以上従事したもの（平成30年３月31日までの暫定

的な取扱い。）。 
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（３）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者（居宅介護職員

初任者研修課程修了者等については、平成30年３月31日までの間

においては、当該研修課程を修了したものとみなす。） 

ロ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科

を修了した者等 

 

[見直し後] 

イ 以下の（１）及び（２）の要件を満たすもの 

（１）居宅介護職員初任者研修を修了した者であって３年以上介護等

の業務に従事した者等 

（２）同行援護従業者養成研修応用課程を修了した者 

ロ 国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科を修了

した者等国立リハビリテーションセンター学院の視覚障害学科の教科

を修了した者等 

 

 

（４）行動援護 

① 支援計画シート等が未作成の場合の減算に係る経過措置の廃止 

・ 支援計画シート等を未作成の場合の減算について、未作成であっても

減算されない経過措置を廃止する。 

≪支援計画シート等が未作成の場合の減算の見直し≫ 

[現  行] 

「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていな

い場合、所定単位数の５％を減算する。ただし、平成30年３月31日までの

間は支援計画シート等を作成していない場合であっても、所定単位数を算

定する。 

[見直し後] 

「支援計画シート」及び「支援手順書 兼 記録用紙」が作成されていな

い場合、所定単位数の５％を減算する。 

② 行動援護ヘルパー及びサービス提供責任者の要件の経過措置の延長 

・ 行動援護のヘルパー及びサービス提供責任者の要件のうち、行動援護

従業者養成研修を修了したものと見なす経過措置について、研修修了者

の養成状況等を踏まえ、平成33（2021）年３月31日まで延長する。 
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（５）重度障害者等包括支援 

① 基本報酬の見直し 

・ 短期入所及び共同生活援助の報酬の見直しに伴い、重度障害者等包括

支援の中で提供する短期入所及び共同生活援助の報酬を見直す。 

・ 他の障害福祉サービスの報酬算定の考え方を踏まえ、以下の報酬算定

の取扱いを廃止する。 

イ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超

える場合  支給決定単位数とする。 

ロ 提供したサービスの実績単位数が支給決定単位数の100分の95を超

えない場合 実績単位数の95分の100を乗じて得た単位数とする。 

・ 重度障害者等包括支援の中で提供する障害福祉サービスに、自立生活

援助及び就労定着支援を追加する。 

→「障害福祉サービス等の基本報酬の見直しについて」（別紙１）参照 

 

② 加算の見直し 

・ 重度障害者等包括支援の中で短期入所又は共同生活援助を提供した場

合、個別に短期入所又は共同生活援助を提供したときに算定できる加算

の一部を算定できることとする。 

≪算定できる加算の見直し≫ 

重度障害者等包括支援としてサービスを提供したときに算定できる加算

は以下のとおりとする。なお、算定要件は基本的には各サービスの要件のと

おりとする。 

[現  行] 

・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護、生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継

続支援（以下「生活介護等」という。）において算定可能） 

・ 特別地域加算（生活介護等において算定可能） 

・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行

動援護（以下「居宅介護等」という。）において算定可能） 

・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期

入所において算定可能） 

・ 福祉・介護職員処遇改善加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

[見直し後] 

・ ２人の従業者による場合（居宅介護等において算定可能） 
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・ 早朝、夜間、深夜に支援した場合の加算（生活介護等、自立生活援

助又は就労定着支援において算定可能） 

・ 特別地域加算（生活介護等、自立生活援助又は就労定着支援におい

て算定可能） 

・ 喀痰吸引等支援体制加算（居宅介護等において算定可能） 

・ 利用者負担が「一般１世帯」以下の者に支援した場合の加算（短期

入所において算定可能） 

・ 医療連携体制加算（短期入所又は共同生活援助において算定可能） 

・ 地域生活移行個別支援特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 精神障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 強度行動障害者地域移行特別加算（共同生活援助において算定可能） 

・ 送迎加算（短期入所において算定可能） 

・ 初回加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善加算 

・ 福祉・介護職員処遇改善特別加算 

 

③ サービス提供責任者の要件の緩和 

・ 相談支援事業所の相談支援専門員との兼任を可能とするため、サービ

ス提供責任者の専任要件を廃止する。 

≪サービス提供責任者の配置基準の見直し≫ 

[現  行] 

サービス提供責任者のうち、１人以上は、専任かつ常勤でなければなら

ない。 

[見直し後] 

サービス提供責任者のうち、１人以上は、常勤でなければならない。 

 

④ 重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る見直し 

・ 障害福祉サービス間の総合的なマネジメントは計画相談支援が担うこ

とから、重度障害者等包括支援サービス利用計画は、居宅介護計画等や

個別支援計画と同様の位置付けとすることとし、名称、内容及び作成過

程を見直す。 

≪重度障害者等包括支援サービス利用計画の作成に係る運営基準の見直し≫ 

[現  行] 

・名  称：重度障害者等包括支援サービス利用計画 

・内  容：具体的なサービスの内容等 

・作成過程：サービス利用計画の原案に位置づけた障害福祉サービスの
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担当者を招集して行う「サービス担当者会議」を開催する。 

[見直し後] 

・名  称：重度障害者等包括支援計画 

・内  容：具体的なサービスの内容等（利用者の状態等により発生す

るニーズに応じて柔軟な支援の具体的な提供体制や提供方

法等を含む。） 

・作成過程：重度障害者等包括支援としての「サービス担当者会議」の

開催は任意とする。 

・そ の 他：原則、作成はサービス等利用計画を作成した者と同一の者

であってはならない。 

 

 


